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●道内経済の動き�

●平成20年度道内企業の新規採用と雇用動向�

●スタートしたＪ-SOXと内部統制�

●「地域ものづくり産業の集積・活性化に関する研究�

　　　　　　　　　ー胆振地域をモデルとしてー（１）」�
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最近の道内景気は、やや弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食品など生活必需品の値上がりにより家計防衛意識が強まっていることから、

やや弱めの動きとなっている。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に増加している。

住宅投資は、分譲マンションの着工が増加し、建築基準法改正の影響による落ち込みから幾

分持ち直している。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなどやや弱い動

きがみられる。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加している。

-10.0

-5.0

0.0

5.0
%

百貨店� スーパー� コンビニエンスストア�

3207/3 08/11211109874 5 6

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家� 貸家� 給与� 分譲� 前年比（右目盛）�

307/3 208/112111094 5 6 7 8

千戸� ％�

-60

-40

-20

0

20

40

60

0

1

2

3

4

5

6

7

8

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

①個人消費～やや弱い動き

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．３％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．６％）は、ブランド品

などの高額商品が不振で衣料品や身の回り品

などが減少し、９ヶ月連続で前年を下回っ

た。スーパー（同▲０．６％）は、飲食料品は

増加したが衣料品などが減少し、９ヶ月連続

で前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲１．１％）は、

８ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～持ち直しの動き

３月の新設住宅着工戸数は、３，３１２戸（前

年比＋２１．３％）と２ヶ月振りに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋５．５％）、貸

家（同＋１．３％）、分譲（同＋１１９．７％）とも

に前年を上回った。

１９年度（昨年４月からの累計）では、

４２，３９７戸（前年同期比▲１５．１％）となり、建

築基準法改正の影響もあり、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～横ばい圏内の動き

３月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、輸送機械工業や金属製品工業などが上昇

したものの、プラスチック製品工業などが低

下した。

前月比では▲１．５％と２ヶ月連続で低下

し、前年比では＋１．０％と３ヶ月連続で上昇

した。

④公共投資～低調に推移

３月の公共工事請負金額は、９３８億円（前

年比▲２０．０％）と２ヶ月連続で減少した。

発注者別では、国（同▲２３．０％）、道（同

▲３．０％）、市町村（同▲２５．０％）ともに減少

した。

１９年度（昨年４月からの累計）では請負金

額８，８３６億円（前年比▲８．１％）と減少基調が

続いている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５２倍となり、前月比では０．０１ポイントの

低下、前年比では０．０２ポイントの低下となっ

た。

また、新規求人数は、慢性的に人員が不足

している医療・福祉（前年比＋４．９％）など

は増加したが、卸売・小売業（同▲８．９％）

や、製造業（同▲１４．８％）などの減少から前

年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～やや減少

３月の来道客数は、９９５千人（前年比

▲２．４％）と２ヶ月連続で前年を下回った。

１９年度（昨年４月からの累計）の来道客数

は、旭山動物園の人気は持続したものの、知

床への入込み客が一段落したことなどから

１２，８０４千人（前年同期比▲２．１％）と前年を

下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比２１．９％

増の３６５億円、輸入が同２５．６％増の１，３４４億円

となった。

輸出は、米国向けが好調な自動車部品など

が増加し、５ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、単価の上昇が続く原油・粗油やと

うもろこしなどが増加し、７ヶ月連続で前年

を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

４月の企業倒産は、件数は７４件（前年比＋

５７．４％）と前年を上回り、負債総額は２２２億

円（同＋５９．８％）と増加した。

業種別では、公共工事削減や改正建築基準

法の影響を受けている建設業が３０件と最も多

く、続いて、サービス・他（１６件）、製造

業、卸売業、小売業（各７件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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常用従業員でみた労働需給の現状は、

「過剰」とみる企業から「不足」とみる

企業（ともに１６％）は、総じてみれば均

衡した状態となっている。また今春、新

卒者を採用した企業（３１％）は昨年より

幾分減少し、３割強にとどまった。前年

に比べ新卒者の評価および充足率はとも

に低下し、採用企業にとっては、満足度

に欠ける結果となった。中途採用につい

ては、新卒者を「採用した、しない」に

かかわらず、意欲的な企業が多い。今後

１年間の総従業員数は、「増加見込」企

業と「減少見込」企業（ともに１７％）が

同数となり、大きな変化はない見通しで

ある。

従業員の過不足感

現状の常用従業員の過不足感については、
「過剰」とみる企業（１６％、回答社数百分
比、以下同じ）から「不足」とみる企業
（１６％）を差し引いた雇用人員判断DI（ゼ
ロ）は前年同時期（△１）より１ポイント上

昇し、総じてみれば均衡した状態となってい
る。しかし、業種別にみるとバラツキがあ
り、過剰感が強いのは木材・木製品製造業、
建設業などである。反面、不足感が強いのは
食料品製造業、小売業、運輸業などとなっ
た。 ＜図１、図３＞

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
平成２０年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２０年４月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８９ １００．０％
札幌市 １７７ ３６．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１３ ２３．１
道 南 ４６ ９．４ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７１ １４．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８２ １６．８ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４８９ ６１．１％
製 造 業 ２２０ １３９ ６３．２
食 料 品 ７５ ４３ ５７．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２４ ６８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３４ ６８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３８ ６３．３
非 製 造 業 ５８０ ３５０ ６０．３
建 設 業 １８０ １１９ ６６．１
卸 売 業 １００ ６５ ６５．０
小 売 業 １２０ ６６ ５５．０
運 輸 業 ７０ ３６ ５１．４
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １７ ５６．７
その他の非製造業 ８０ ４７ ５８．８

特別調査

新規採用実施企業は３割強
平成２０年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項

― ４ ―
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新規採用状況

今春、新卒者を「採用した」企業（３１％、
１５０社）は前年より２ポイント減少し、現行
方式で調査を開始した平成１３年４月以降、最
低の水準となった。採用した企業の内訳をみ
ると、前年より「採用を増やした」企業は
１４％、「同人数を採用した」企業は７％、「採
用を減らした」企業は１０％となった。相対的
に「採用実施」企業が多かった業種は、食料
品製造業、ホテル・旅館業のほか、鉄鋼・金
属製品・機械製造業も過剰感はあるが新規採
用に意欲的であった。反面、運輸業は不足感
があるものの採用に慎重であった。

＜図２、図４＞

新規採用者の評価など

新規採用を「実施した」企業に新卒者の評
価など、以下の項目について聞いた。

①新卒者の評価については、「良い人材が採
用できた」とする企業（３５％）が昨年に比
べ１０ポイント低下し３割台半ばにとどまっ
た。これに対して「従来と変わらず」とす
る企業（６３％）は１１ポイント上昇し、６割
を超えた。 ＜表１＞

②採用予定人数に対しての充足率について
は、「予定どおり」の企業（６９％）が前年比
４ポイント低下し、７割弱となった。前述
の人材評価と合わせて勘案すると採用企業
にとっては、満足度に欠ける結果となった。

＜表２＞

③採用する際の重視項目（複数回答）は、
「積極性」（８８％）が前年に比べ８ポイント
上昇し、第１位に挙げられた。次いで「責
任感」（７５％）、「協調性」（７２％）などとなっ
ている。 ＜表３＞

④新規採用にあたり、企業が重視した項目
（複数回答）をみると、「業績の推移を重
視」する企業（４８％）は前年に比べ１ポイ
ント上昇し最多となった。続いて「年齢構
成の改善を図る」企業（４３％）、「将来の人
手不足に備える」企業（３５％）の順となっ
た。 ＜表４＞

⑤新規採用を実施した企業に、中途採用を実
施するか否か聞いた。「必要があれば実施す
る」企業（６７％）は７割弱を占めた。新卒
者の採用に加え、中途採用を念頭に置いて
いる企業が多い。一方、「未定」とする企
業（２５％）は４分の１となった。＜表５＞

＜図１＞雇用人員判断DI ＜図２＞新規採用企業数（％）

特別調査

― ５ ―
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４ ５新規採用を実施しなかった企業の理由

今春、採用を見合わせた企業（６９％、３３２
社）にその理由（複数回答）を聞いた。
「現従業員で十分」とする企業（５９％）が６
割弱で第１位となった。また「随時、中途採
用する」企業（４３％）も４割強を占め、中途
採用については、前問の結果も考慮すると多
くの企業が柔軟な姿勢をとっている。また、
「パート・アルバイトの活用」（１８％）で人件
費抑制を図る企業も目立ったほか、「採用す
る余裕がない」企業（１７％）や「教育・訓練
に時間がかかる」とする企業（１０％）もみら
れた。 ＜表６＞

従業員の増減見通し

今後１年間の従業員数の増減見通しを聞い
た。「増加する」とした企業から「減少する」
とした企業（ともに１７％）が同数となり、大
きな変化はない見通しである。前年同時期調
査に比べ３ポイント低下しており、景気の先
行き不透明感などから企業の雇用計画に慎重
感がみられる。業種別にみると、建設業およ
びホテル・旅館業のDIがマイナスとなるな
ど非製造業（△４）で人員抑制志向が強い
が、製造業（＋８）では食料品製造業、鉄鋼
・金属製品・機械製造業などでDIがプラス
になるなど人員増強志向が強い。 ＜表７＞

特別調査

― ６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４３／本文／００４～０１１　特別調査  2008.05.20 21.28.07  Page 6 



＜図3＞従業員の過不足感�

全 産 業 �

製 造 業 �

今　　年�

前　　年�

今　　年�

前　　年�

今　　年�

前　　年�

0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

△ 1

0過剰16 不足16適正　68

14 71 15

非製造業�0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

前年�
DI

前年�
DI

5

△13

13

3

20

△10

△ 4

△ 7

0

8

17

18

29

71

79

67

62

21

4

15

9

△ 6

18 過剰� 不足�適正　69 13

15 70 15

0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

11

5

△ 9

△18

△ 7

△ 6

13

5

△ 3

△21

△33

△ 8

△ 1

24 63 13

16 73 11

10 71

763 21

25 44 31

12 69 19

0

過剰16

9

適正67

76

不足17

15

食 料 品� 建 設 業�

卸 売 業�

小 売 業�

運 輸 業�

ホテル・旅館�

木材・木製品�
鉄鋼・金属�
製品・機械�

その他の�
製 造 業�

その他の�
非製造業�

19

�

＜図4＞新規採用状況�
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ３５
（４５）

３４
（３５）

４７
（５０）

５０
（２０）

３３
（２１）

２０
（４３）

３５
（４９）

３８
（５８）

４３
（４２）

４２
（４８）

－
（４３）

－
（２５）

３５
（６７）

�従来と変わらない ６３
（５２）

６４
（６３）

５３
（５０）

５０
（６０）

６７
（７９）

７３
（５７）

６３
（４７）

５８
（３８）

５７
（５４）

５８
（４８）

１００
（４３）

９０
（７５）

６５
（３３）

�良い人材を採用できず ２
（３）

２
（２）

－
（－）

－
（２０）

－
（－）

７
（－）

２
（４）

４
（４）

－
（４）

－
（４）

－
（１４）

１０
（－）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ６９
（７３）

８０
（７３）

８６
（７０）

１００
（８０）

７７
（７９）

７３
（６６）

６５
（７３）

７３
（７３）

７５
（７３）

６０
（６０）

３３
（８６）

３０
（７５）

６８
（８６）

�９割台 ６ － － － － － ８ ８ １０ ５ － １０ １１

�７～８割台 １２ ５ ７ － － ７ １５ ４ ５ ３５ － ４０ １１

�５～６割台 ９ １１ ７ － １５ １３ ８ １１ ５ － ６７ １０ ５

�３～４割台 ２ ２ － － － ７ ２ ４ － － － １０ －

�１～２割台 １ ２ － － ８ － － － － － － － －

�１割未満 １ － － － － － ２ － ５ － － － ５

〈表１〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は前年実績

〈表２〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
８８
（８０）

①
８９
（８７）

②
８７
（８２）

①
１００
（６０）

①
１００
（９３）

①
８０
（９３）

①
８７
（７７）

①
８９
（７５）

①
９１
（８１）

①
８５
（８４）

③
６７
（７１）

①
８０
（５８）

①
９０
（８１）

�責任感
②
７５
（７１）

②
８０
（７４）

①
９３
（９１）

②
５０
（４０）

③
７１
（６０）

①
８０
（８７）

③
７２
（７０）

②
８１
（８２）

７１
（７０）

５０
（６０）

①
１００
（１００）

②
７０
（７５）

②
７９
（５０）

�協調性
③
７２
（７０）

③
７０
（７６）

６７
（７３）

②
５０
（６０）

②
８６
（７３）

６０
（８７）

②
７３
（６８）

６５
（７９）

①
９１
（７０）

②
６５
（４８）

③
６７
（７１）

６０
（６７）

②
７９
（７５）

�誠実性 ６３
（６４）

６３
（６７）

③
７３
（６４）

②
５０
（６０）

４３
（６０）

③
７３
（８０）

６３
（６３）

③
７７
（７１）

③
８１
（５９）

４５
（６４）

①
１００
（７１）

４０
（７５）

４７
（３８）

�一般常識 ４１
（４０）

３９
（３３）

５３
（９）

②
５０
（２０）

１４
（５３）

４７
（３３）

４１
（４３）

４２
（４６）

４８
（５２）

３５
（２８）

３３
（７１）

②
７０
（４２）

２６
（３８）

�コミュニケーション能
力 ３２

（３２）
２０
（２０）

２０
（９）

－
（－）

１４
（２７）

２７
（２７）

３７
（３７）

３５
（４３）

２４
（３０）

③
６０
（４０）

－
（５７）

３０
（３３）

４２
（３１）

�自立性 ３０
（２９）

３０
（３０）

２０
（２７）

②
５０
（２０）

３６
（３３）

３３
（３３）

２９
（２８）

３５
（３２）

３３
（４１）

３０
（２８）

－
（４３）

１０
（－）

３２
（１３）

�専門知識 １８
（１９）

２０
（２２）

２０
（２７）

②
５０
（４０）

２１
（２７）

１３
（７）

１７
（１７）

４２
（２１）

－
（７）

５
（４）

－
（４３）

－
（８）

２６
（４４）

	地元出身者である ９
（１１）

１５
（１５）

１３
（２７）

②
５０
（２０）

７
（１３）

２０
（７）

６
（９）

８
（４）

－
（１９）

－
（－）

－
（１４）

１０
（１７）

１６
（６）


リーダーシップ ８
（７）

９
（２）

７
（－）

②
５０
（－）

－
（－）

１３
（７）

７
（９）

８
（１１）

－
（－）

１５
（２０）

－
（－）

－
（－）

１１
（１３）

�学業成績 ５
（５）

４
（７）

１３
（－）

－
（－）

－
（７）

－
（１３）

５
（４）

４
（－）

１４
（１１）

－
（４）

－
（－）

１０
（－）

－
（６）

�公的資格がある ３
（７）

２
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（７）

７
（７）

４
（９）

－
（１８）

－
（－）

５
（４）

－
（－）

－
（８）

１６
（１９）

その他 ３
（１）

４
（２）

－
（－）

－
（－）

７
（７）

７
（－）

２
（１）

４
（－）

－
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

５
（－）

〈表３〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�業績の推移を重視
①
４８
（４７）

②
４７
（５０）

③
３８
（２７）

①
５０
（４０）

①
５３
（５３）

②
５０
（６７）

①
４９
（４６）

①
４６
（６８）

②
３８
（４１）

①
５０
（３２）

①
１００
（５７）

①
６４
（３３）

②
４４
（４４）

�年齢構成の改善を図
る

②
４３
（４０）

①
４９
（４３）

②
４４
（３６）

－
（－）

４０
（６７）

①
７１
（４０）

②
３９
（３８）

③
２７
（４６）

①
４８
（４１）

③
３５
（３６）

②
６７
（２９）

②
５５
（３３）

３９
（３１）

�将来の人手不足に備
える

②
３５
（３５）

②
３８
（３７）

①
５６
（３６）

－
（２０）

③
４７
（４０）

１４
（４０）

③
３３
（３５）

②
３５
（３９）

２４
（４１）

２５
（４０）

－
（１４）

②
５５
（１７）

②
４４
（３１）

�生産販売部門の強化
を図る ３０

（２５）

②
３８
（３３）

②
３８
（３６）

－
（２０）

①
５３
（２７）

２９
（４０）

２５
（２２）

１５
（１８）

③
３３
（３３）

３５
（１６）

－
（－）

１８
（２５）

２８
（２５）

�人材確保の好機であ
る ２７

（２４）
１９
（２０）

１９
（９）

－
（－）

３３
（２７）

７
（２７）

３１
（２６）

２３
（１１）

１９
（３０）

②
４０
（２４）

－
（１４）

３６
（４２）

①
５０
（４４）

�退職者の補充にとど
める ２４

（２６）
２６
（２８）

１９
（１８）

①
５０
（４０）

２０
（２０）

③
３６
（４０）

２３
（２５）

③
２７
（１８）

③
３３
（３７）

２５
（１２）

３３
（４３）

１８
（４２）

６
（１９）

�事業の拡大を図る １６
（２０）

１５
（２４）

１３
（３６）

－
（２０）

２０
（２０）

１４
（２０）

１６
（１８）

１２
（１１）

１４
（２６）

５
（２０）

②
６７
（２９）

－
（８）

３９
（１９）

�景気動向を重視 １３
（１４）

１１
（１５）

６
（－）

－
（－）

２０
（４０）

７
（７）

１４
（１４）

１５
（１４）

５
（７）

１５
（１６）

②
６７
（１４）

１８
（８）

１１
（２５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

６７
（６７）

６６
（６５）

６９
（８２）

５０
（４０）

８０
（５３）

５０
（７３）

６７
（６７）

６２
（５９）

４３
（６３）

７５
（６３）

３３
（７５）

１００
（８３）

７９
（８０）

�中途採用はしない ９
（４）

１１
（７）

６
（９）

－
（－）

１３
（７）

１４
（７）

８
（４）

８
（７）

２４
（４）

５
（４）

－
（１３）

－
（－）

－
（－）

�未定 ２５
（２９）

２３
（２８）

２５
（９）

５０
（６０）

７
（４０）

３６
（２０）

２５
（２９）

３１
（３４）

３３
（３３）

２０
（３３）

６７
（１２）

－
（１７）

２１
（２０）

〈表４〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表５〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�現従業員で十分
①
５９
（６０）

①
５９
（５２）

①
５６
（５７）

①
５２
（６１）

①
５８
（５３）

①
６８
（４０）

①
５９
（６２）

①
５７
（６３）

①
７６
（８１）

①
４９
（５８）

①
６０
（５６）

①
５０
（４４）

②
５７
（５４）

�随時、中途採用する
②
４３
（４５）

②
４４
（５３）

①
５６
（５３）

②
３３
（３３）

②
４２
（６７）

②
４１
（６０）

②
４２
（４１）

②
３８
（４１）

②
３４
（３０）

②
４４
（４３）

②
５７
（４８）

－
（４４）

①
６１
（４６）

�パート・アルバイトを
活用する

③
１８
（２１）

③
１６
（２４）

③
１６
（４０）

③
１９
（１７）

③
１６
（７）

１４
（２０）

③
１９
（２０）

１１
（６）

２０
（２４）

③
３９
（４５）

７
（２０）

①
５０
（３３）

③
１８
（２１）

�採用する余裕がない １７
（１７）

１４
（１４）

８
（３）

③
１９
（３９）

１１
（－）

③
１８
（１６）

１８
（１９）

③
２２
（２２）

③
２２
（２４）

２０
（８）

７
（２８）

①
５０
（２２）

４
（７）

�教育・訓練に時間がか
かる １０

（１０）
１０
（６）

③
１６
（３）

１０
（１１）

５
（７）

９
（４）

１０
（１１）

９
（１１）

１２
（８）

１０
（１０）

③
１０
（２４）

－
（－）

７
（１１）

�募集したが、人材がい
なかった ４

（２）
５
（１）

４
（３）

５
（－）

５
（－）

５
（－）

４
（３）

５
（３）

２
（５）

５
（３）

３
（－）

－
（１１）

４
（－）

�その他 ２
（１）

１
（１）

－
（－）

－
（６）

５
（－）

－
（－）

３
（１）

２
（１）

５
（３）

２
（－）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １７ ２３ ２９ － ３０ ２６ １４ １０ ９ １３ １４ １３ ３２

	変わらない ６６ ６１ ６７ ７１ ６１ ５０ ６８ ６２ ７７ ７８ ６９ ５６ ６０


減少する １７ １５ ５ ２９ ９ ２４ １８ ２８ １４ ９ １７ ３１ ９

DI（A－C） ０ ８ ２４ △２９ ２１ ２ △４ △１８ △５ ４ △３ △１８ ２３

前年同時期DI ３ １６ ３０ △１４ １４ １８ △２ △７ △３ ３ ０ △１１ ９

〈表６〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表７〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

特別調査
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今回の調査では、業種や職種によって差はありますが、全体として雇用環境は過剰感およ

び不足感がともに解消された状態となりました。しかし、景気の先行き不透明感が強まって

いることもあり、今後の雇用計画には慎重感がみられます。企業は長期的な視点から若い人

材の必要性は認めているものの、新規採用者の教育には時間を要すことや、社会保険料など

諸経費の増加が重荷になる、と判断しています。多くの企業は即戦力となる人材を求めて、

中途採用に前向きな姿勢を示しています。

以下に雇用の問題点や計画など、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞ 新規採用を前向きに検討したい

が、原料をはじめ諸経費の増加がブレーキを

かけている。

＜水産加工業＞ 現業職（女子工員）の不足は

続き、外国人労働者の補充が今以上に増加す

る。その対応と管理面が負担になってくる。

＜製材業＞ 働く人の価値観が変化している

ためか、採用しても長続きしない。仕事への

意欲も乏しく、言われたことしかやらない。

教育訓練に時間がかかり臨時の採用でしのい

でいる。

＜製材業＞ 増員したいが社会保険料や税金

の負担増を考慮すると、零細企業には死活問

題となる。

＜建具製造業＞ 従業員が高齢化しているた

め若い人を採用したいが技術習得に５～１０年

かかり、余裕がなければ採用できない。辞め

る人も多く、若い人に魅力ある会社とするた

め、福利厚生の充実も考えなければならない

が、売上の４０％が人件費であり採用には慎重

にならざるを得ない。

＜道路設備製造業＞ 若い社員に教育訓練を

実施している。価格、品質、納期などで厳し

い条件を要求する本州企業との取引では人材

育成の必要がある。

＜金属製品加工業＞ 新規採用しても戦力に

なるまで時間がかかる。現人員で多少残業代

が増えても不足気味のほうが効率が良い。

＜什器備品製造業＞ 生産効率を上げるには

機械投資と技術力アップが不可欠。採用は、

次世代の技術者確保を念頭に置いているが①

売上と人件費の関係、②社会保険料・労働保

険料の負担、③繁忙期・閑散期（季節要因）

の対応、等を考慮し慎重を期している。

＜重機部品修理業＞ 技術関連業務のため、

専門用語および知識を持ち合わせている即戦

力の人材を求めたい。

＜特殊車両製造業＞ 中長期的事業計画にも

とづく適材適所の人事体制を実施している。

少子化により一層きめ細やかな送迎サービス

が求められることから、今後５～１０年は小型

車による送迎需要が拡大傾向にあると予測、

これまでの生産・販売・人事の３体制を見直

した。

経営のポイント

中途採用に前向きな姿勢
〈企業の生の声〉
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＜石油製品加工販売業＞ 年齢構成を考える

と、２０代の社員を採用する必要があるが、景

気の先行きを考慮すると人員増は難しい。ま

た定年延長で退職者も減少していることから

当面新規採用はしない。

＜製本業＞ 仕事量のピークに合わせて雇用

を確保すると、人件費が増加する。パート・

アルバイトを活用すると品質管理面で不安が

ある。

＜印刷業＞ 定年退職者の再雇用により従業

員の高齢化が進む。新規採用を控えているた

め、設備の合理化、自動化を推進する。

＜総合建設業＞ 受注は減少しているが、将

来を考えると人材育成は欠かせない。少人数

であるが新規採用は継続したい。

＜土木工事業＞ 優秀な人材だけ残し、今

後、建設業が回復したときに対応が出来るよ

うにしている。道外企業への出向等で現状人

員を維持している。

＜型枠工事業＞ １０年前の新規採用者には、

基礎教育は組合の専門学校で、実技教育は自

社で、と分けるなど教育訓練を重視してい

た。しかし、安定した受注の確保が難しくな

った現在では、新規採用を実施していない。

＜建設業＞ 年齢構成がいびつで、若年層が

少ない。新規採用したいが、教育に余裕がな

く、業界経験者の中途採用でカバーする。

＜建設業＞ 現従業員の給与も上げることの

出来ない現状では新規採用は出来ない。

＜建設業＞ 企業価値を高めるためには人材

育成と新規採用が基本であるが、業界が成熟

化しており、特に営業部門には専門知識や資

格取得も要求される。したがって、即戦力と

なる中途採用が中心である。

＜電気工事業＞ 小規模企業にとって新規採

用は非常に困難なため、学校の就職担当者、

教授、教師と親しい関係を築くよう努力して

いるが、景気がよくなればなるほど小企業へ

の希望者がいなくなる。

＜建設コンサルタント＞ 技術向上を常に考

慮する必要があるが、売上が１０年前に比べ半

減しており、若い人に経験を積ますことが出

来ない。また、当社に必要な学歴を有する人

が業界自体を敬遠している。対策として、社

内勉強会の実施や諸学会にも積極的に参加さ

せる。

＜農水産物卸＞ 即戦力の営業職を採用した

いが、地方では人材がいない。季節の繁閑が

大きいのでパート・アルバイトで対応せざる

を得ない。

＜米穀卸＞ 高齢者雇用の拡大で人員は十分

であるが、活力維持のため中途採用を随時実

施する。

＜鋼材卸売業＞ 経営環境に大きな変化があ

る中、新規採用で人材育成をする時間・費用

を考え中途採用を優先する。

経営のポイント

― １３ ―
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＜石油製品小売業＞ 扱い商品がLPG、灯油

などのためか応募者が少なく、人員確保に苦

労する。地方営業所は募集しても全く反応が

なく、人事異動が必須となる。

＜LPG・灯油小売業＞ 経営環境が激変して

おり、利益を維持するため即戦力となる経験

者を優先して採用せざるを得ない。

＜作業用品店＞ 店舗の高コスト体質を改善

し、現状よりも少人数で運営できるようにす

る。人員管理コストを削減し習熟度の高いパ

ート社員を増やすため、１日４時間勤務のパ

ートを減らし７時間勤務のパートを増やす。

＜家具店＞ 地方では地元就職を希望する高

卒者が多いと聞いているが、小売業志望の男

子生徒は少ない。良い人材確保のためには労

働条件の改善などを考えねばならない。

＜電器店＞ 人件費を削減してきたが、今後

２～３年内に定年退職者が発生することもあ

り、人材育成と経営安定のため新規採用を継

続する。

＜自動車販売業＞ インターンシップの実施

や大学との連携を密にしたこともあり、大学

・大学院からの採用が可能になった。成長が

楽しみである。

＜自動車販売業＞ 一人ひとりの生産性を十

分に考慮し、社内体制の再構築の中で配置転

換などを実施し、極端に人員が増減しないよ

うにする。

＜雑貨運輸業＞ 倉庫部門などに定年退職者

を３名採用した。時間管理、仕事に対する考

え方など立派である。さらに活躍してほしい。

＜運輸業＞ 乗務員の採用は重量物、長尺物

の運転技術を考えれば経験者に限定される。

過去、中途採用しても運転技術が伴わず辞め

ていくケースがあった。

＜運輸業＞ 小手先の経費削減策では黒字を

確保できない環境なので、思い切って間接部

門をスリム化し一般管理費を大幅に減らす。

同時に賃金体系も見直し、間接人件費の削減

を行なう。同業他社の状況をみて、時代に合

わない体制は変える。

＜運輸業＞ ６０歳定年者が毎年３～４人生じ

るが、給与を７割程度にして再雇用している。

＜観光ホテル＞ 新規のほか中途でも多く採

用している。その中にはコミュニケーション

能力に欠ける人物も居るが、サービス業だけ

に苦慮している。

＜自動車整備業＞ 自動車修理（除雪車、ロ

ータリー車など）の技術習得には、かなりの

年数を要すため経験者の中途採用を考えてい

る。

＜廃棄物運搬収集業＞ 先行き不安材料が多

いため、正社員の採用を控えている。人員不

足時には、臨時の人員で対応している。

＜産業廃棄物収集・処理業＞ １０年後を見据

えて、計画的に若年者を定期採用し、社内の

活性化を目指す。

経営のポイント
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◆J-SOXとは・・

今年４月から「J-SOX」がいよいよスタートしました。上場会社は、金融商品取引法の規定に

基づき、有価証券報告書の記載内容に係る代表者の確認書と、財務報告に係る内部統制を評価し

た結果を内部統制報告書を提出することが義務化されました。具体的には、内部統制に特に問題

とすべき点がなければ報告書に「有効」と明記し、粉飾等につながりかねないような問題点があ

れば「重大な欠陥」がある旨を情報開示する必要があります。これらの確認書や内部統制報告書

は、有価証券報告書とともに内閣総理大臣に提出しなければなりません。これと併せて、内部統

制報告書には、財務諸表監査と同一の監査人による監査証明（内部統制監査報告書）を受けるこ

とも求められます。上場会社以外の、資本金５億円以上または株主５００名以上の継続開示義務会

社においては、任意に前記書類を作成し提出することができます。

J-SOXのベースは、米国で２００２年７月に制定されたサーベンス・オクスリー法（Sarbanes-Ox-

ley Act）であり、そのうち３０２条と４０４条が企業の内部統制に係る規定となっています。すなわ

ち、３０２条では年次報告書の記載内容全体につき企業が責任を負うことを、４０４条では財務報告に

係る内部統制につき経営者が適正に評価し外部監査人の監査を受けていることを、CEOおよび

CFOが宣誓し、かつその宣誓書を添付する義務を課しています。

相次ぐ企業の不祥事の発生に対処するため、わが国においても同法の趣旨が導入されることと

なり、２００６年６月金融商品取引法が制定された際に、内部統制に関する報告義務の規定（２４条の

４の２、２４条の４の４、１９３条の２第１項）が設けられました。この部分が通常「J-SOX（法）」

と称せられているものであり、２００８年４月に始まる事業年度、つまり２００９年３月期から適用開始

となったのです。それに合わせて、上場会社等ではすでに態勢の整備やシステムの構築等の対応

策が取られていますが、内部統制の構築は会社法においても要請されているところであり、上場

会社に限らずそれ以外の企業でも、J-SOXに則した態勢作りを検討すべきでしょう。

◆確認書と内部統制報告書

会社の代表者が有価証券報告書等の適正性を確認した書面を当該有価証券報告書等の添付書類

とする「代表者確認書制度」は、企業内容等の開示に関する内閣府令に基づき既に導入されてい

たところですが、その実施は会社の任意となっていました。しかし、代表者がこのような確認を

行うことは、内部統制システムの整備促進に資することになるので、金融商品取引法は、上場会

社に対してこの確認書の提出を義務化しています（同法２４条の４の２）。

さらに同法は、上場会社に対して、有価証券報告書における財務報告の信頼性確保のための手

続を文書化し経営者がその有効性を評価した内部統制報告書を、内閣総理大臣に提出することを

義務化しています（同法２４条の４の４）。一般的には内部統制とは、財務報告の信頼性のほか、

業務執行の効率性、コンプライアンス（法令等遵守）の確保を目的に、取締役会、経営者、役職

経営のアドバイス

スタートしたJ-SOXと内部統制
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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員によって遂行される一連の手続をいいますが、金融商品取引法が要求する内部統制報告書は、

そのうちの財務報告の信頼性確保だけを目的としており、経営者すなわち代表取締役など執行機

関の代表者が作成します。

また内部統制報告書については、当該企業の財務諸表監査を行う公認会計士や監査法人による

監査証明（内部統制監査報告書）を受けて添付する必要があります（同法１９３条の２）。この監査

の目的は、経営者の作成した内部統制の有効性についての評価結果を、一般的に公正妥当と認め

られる内部統制の評価基準に準拠して、すべての重要な点につき適正に表示されているかどうか

を監査人が判断し、その結果を意見として表明することにあります。

ただし、内部統制報告書が適正に作成されているということは、有価証券報告書に虚偽の記載

がないことを保証するものではなく、したがって虚偽記載があった場合の関係者の責任を免責す

るものではない点に留意する必要があります。

◆J-SOXにおける内部統制の仕組み

J-SOXで使用する内部統制のフレームワークは、金融庁の企業会計審議会より公表された「財

務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準」に示されており、これは、米国の監査基準等のベースであるCOSOフレームワー

クに準拠しています。すなわち、内部統制の目的は、業務の有効性及び効率性を高めること、財

務報告の信頼性の確保、事業活動の関わる法令等の遵守促進、資産の保全の４つであり、これら

４つの目的が確実に達成されるための組織内の業務プロセスが内部統制であって、それは次の６

つの基本的要素から構成されます。

①統制環境 組織の気風を決定し、組織内の者に対する意識に影響を与えるもので、たとえば、

誠実性や倫理観、経営者の意向や姿勢、経営方針、取締役会等の機関の有する機能、組織構

造、慣行、権限及び職責、人材などがあげられます。

②リスクの評価と対応 組織の目的の達成に影響を与えるリスクを識別、分析及び評価すること

により、当該リスクへの対応を行う一連のプロセスのことです。

③統制活動 経営者の命令や指示が適切に実行されることを確保するために定める方針および手

続です。

④情報と伝達 必要な情報が組織や関係者相互間に適切に伝えられることを確保することをいい

ます。

⑤モニタリング 内部統制の有効性を継続的に監視及び評価するプロセスをいいます。

⑥IT（情報技術）への対応 内部統制の他の基本的要素が有効かつ効率的に機能するために、業

務に組み込まれている一連のITを活用することです。

◆内部統制評価のフローチャート

内部統制を評価するための工程としては、次の４つのステップが考えられます。
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①基本的計画及び方針の決定 内部統制評価に係る目標や目的の設定、評価プロジェクトの概要

及び作業内容の確立、作業チームの編成、必要なツールの導入等の決定を行います。

②内部統制の評価 まず全社レベルの内部統制を評価することにより、評価対象となる業務プロ

セスレベルの内部統制の範囲を決定し評価します。このアプローチ手順は（トップダウンのリ

スクアプローチ）と言われます。全社レベルの評価は、先の６つの基本的要素に分けて実施し

ます。たとえば、統制環境面では行動規範や倫理規定等の周知徹底・遵守状況、経営者の報酬

制度、従業員の人事考課方針など、リスク評価と対応面ではリスク管理部門等によるリスク評

価体制の実効性など、統制活動面では予算実績管理システムの稼動状況、資産の保全方針と手

続の妥当性、取引の承認方針と手続の妥当性などを評価します。また、業務プロセスレベルの

内部統制評価は、内部統制の整備状況を評価するための内部統制の文書化と、内部統制の運用

状況を評価するための内部統制のテストに分けられます。そのうち前者では、業務プロセスに

おける取引の流れを理解するための文書と、取引上起こりうるリスクとそれに対する統制を記

載した文書が必要となります。業務プロセスレベルの評価は、最も時間を費やすステップで

す。

③内部統制の再構築 ②の段階で重要な欠陥や不備が発見された場合は、その是正措置を講じた

うえで最終的に有効性を判断します。

④まとめ 内部統制報告書を作成し内部統制監査を受けます。

◆財務報告に係る内部統制の有効性の評価範囲の絞り込み

財務報告に係る内部統制評価は前記②の段階での作業が中心となりますが、そこでは、全社レ

ベルの評価に次いで、決算・財務報告プロセスに係る業務プロセス評価とそれ以外の業務プロセ

ス評価が行われます。そのうち「決算・財務報告プロセス」については、財務報告の信頼性に関

して非常に重要な業務プロセスであるため、すべての事業拠点について全社的観点から評価しま

すが、「それ以外の業務プロセス」については、すべてを満遍なく評価することは効率面から好

ましくなく、また必ずしも有効性を高めることにつながらないので、以下のように評価対象を絞

り込みます。

ａ．重要な事業拠点の選定 基本的に「売上高」を用いて金額の高い拠点から合算し、全体の３

分の２程度に達するまでの事業拠点を重要拠点として選定します。これらの拠点に係る売上

高、売掛金、在庫勘定はすべて評価対象となります。

ｂ．その他重要性の大きい業務プロセスの追加 財務報告への影響を勘案して、重要性の大きい

業務プロセスについて個別に評価対象に追加します。たとえば、リスクの大きい取引（デリバ

テイブ取引、特定の有価証券投資取引など）を行っている業務プロセスや、見積りあるいは経

営者による予測を伴う重要な勘定科目（引当金、減損資産、繰延税金資産など）に係る業務プ

ロセスが考えられます。
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◆業務プロセスの文書化

内部統制報告書の裏付けとなるために作成される文書は、経営者による財務報告に係る評価の

基礎となり、評価を裏付けるものです。したがって、これらの文書は適正に作成されるととも

に、適切に保管され必要に応じて随時閲覧できるよう管理される必要があります。文書化には、

ITの活用や外部システムベンダーによる内部統制支援ソフトの導入も有効です。

経営者は財務報告に係る重要な業務プロセスについて取引の流れ、会計処理の過程を整理・理

解し、虚偽記載の発生するリスクを識別します。評価対象となる業務プロセスについて取引の開

始、承認、記録、処理、報告を含め取引の流れを把握するために用いられるのが、文書化におけ

る３点セットといわれるもので、プロセスの説明文（業務記述書）、フローチャート、リスク・

コントロール・マトリックス（RCM）の３つを指します。

業務記述書とは、当該業務プロセスの手続書から業務フロー部分を詳細に抜書きした説明文で

あり、フローチャートとは、業務フローを一望できるように業務記述書の説明を図式化したもの

です。既にある業務マニュアルでこれらをすべて代用することは、その作成目的が違うので基本

的に好ましくありませんが、部分的に活用することは差支えないでしょう。

またRCMとは、識別されたリスクごとにコントロール（リスクを防ぐための仕組み）を特定

し、その対応関係と統制手続の内容を記載した一覧表であり、業務プロセスの流れを整理し、そ

の流れの中で財務諸表が歪められるリスクを洗い出し、当該リスクをいかに管理しているかを一

覧できる形式で取りまとめたものです。具体的には、統制活動の実施者、実施されている統制活

動の内容、統制活動の実施時期と頻度、統制の目的（何を発見し防止するのか）、対応するリス

ク及びアサーションが記載されます。アサーション（assertion）とは、「財務諸表を適正に作成

報告するために財務諸表の構成要素ごとに達成しなければならない目標」を意味します。アサー

ションの達成を脅かすリスクは財務報告を歪めることにつながり、そのリスクは財務情報が変換

される場所（取引発生時点、承認時点、帳票記録時点など）に潜んでいると考えられます。

◆金融庁「内部統制報告制度に関する１１の誤解」

J-SOXの眼目である内部統制報告制度の導入に際して、制度の実施を義務付けられた上場企業

からは、その手間とコスト負担について悲鳴が上がっており、簡便な方法等の容認を望む声が出

ています。この点に関して金融庁は、同制度についていくつかの誤解があり、それを払拭して適

正な制度運用を期することを目的として、今年３月１１日付で「内部統制報告制度に関する１１の誤

解」と題するコメントを公表しました。その概要は以下のとおりです。

①同制度は米国のSOX法と同様の設計がなされているという誤解

米国のSOX法と全く同様ではなく、たとえばトップダウン型のリスクアプローチ手法を採用

し、重大な虚偽記載につながるリスクに着目して、それに必要な範囲での内部統制の整備・評価

を求めるなど評価範囲の絞込みを工夫している。また、内部統制の不備区分を、米国の３区分に

対して、「重要な欠陥」と「不備」の２つに簡素化している。
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②特別な文書化が必要との誤解

フローチャート、業務記述書の作成など、内部統制のために新たに特別な文書化等を行う必要

があるというものではなく、既に会社が作成使用している記録や文書等を必要に応じて補足した

上で、適宜利用することは差し支えない。また、記録の保存についても、適切な範囲・方法（磁

気媒体の利用など）によって実施すればよい。

③すべての業務に内部統制評価が必要という誤解

全社的な内部統制が最も重要であり、全社的内部統制の評価結果を踏まえて、重要な虚偽記載

につながるリスクを勘案し、業務プロセス評価対象を絞り込むことは可能である。たとえば、売

上等の３分の２に達するまでの事業拠点における３つの勘定科目（売上、売掛金、在庫）に係る

業務への絞込みや、評価対象となった業務のうち重要性が僅少なもの（たとえば総体の５％以

下）であれば除外が可能である。

④中小企業も大企業と同様の仕組みが必要との誤解

内部統制報告制度は上場企業のみが義務化対象であり、かつ企業規模・特性など中小企業の実

態を踏まえて簡素な仕組みを容認している。たとえば、マンパワーが不足している場合には、経

営者や他部署の者が適切にモニタリングを実施したり、モニタリング作業の一部につき外部専門

家を利用することも可能とされている。

⑤評価結果に問題があると罰則等の対象となるという誤解

内部統制に重要な欠陥があっても、それだけで上場廃止や金融商品取引法違反（罰則）の対象

にはならない。罰則対象となるのは、内部統制報告書の重要事項について虚偽記載があった場合

である（金融商品取引法１９７条の２）。

⑥内部統制の整備・評価は監査人等の指摘どおりに行う必要があるという誤解

内部統制の整備・評価は、自社のリスクを最も把握している経営者が主体的に判断するもの

で、監査法人やコンサルテイング会社の開発したマニュアル（内部統制用ツールなど）は、必要

に応じて利用すればよい。

⑦監査コストが倍増するという誤解

内部統制監査は、財務諸表監査と同一の監査人が、財務諸表監査と一体で効率的・効果的に実

施すれば良く、それぞれの監査で得られた監査証拠は相互利用が可能である。

⑧上場会社と取引すると非上場会社でも内部統制報告が必要との誤解

上場会社との取引があることをもって、内部統制の整備・評価を求められることはない。上場

会社の仕入先や得意先など（非上場会社）は、これまでどおりの納品書や請求書等の作成で良

く、委託業務に係る委託先であっても、重要な業務プロセスに該当しない場合には、内部統制評

価の対象とはならない。

⑨プロジェクトチーム等の設置がないと重要な欠陥となるという誤解

内部統制報告制度に対応するためのプロジェクトチームがない場合や専門の担当者がいない場

合、それが直ちに重要な欠陥となることはなく、既設の部署（経理部や内部監査部等）を利用す

ることで目的が達せられる場合はそれが認められる。また、評価作業等の一部につき外部の専門
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家を利用することも可能である。

⑩適用日（平成２０年４月）までに準備を完了していなければならないという誤解

内部統制はプロセスであり、問題点があればその都度是正していけば良い。また報告書の提出

期限は、最も早い３月決算会社の場合でも、平成２１年３月期決算の状況を同年６月末までに提出

すれば良く、重要な欠陥への対応も期末日までに是正されていれば有効である。

⑪期末のシステム変更等は延期が必要という誤解

内部統制評価のために、期末に予定していたシステム変更や合併等の再編を延期する必要はな

く、そのまま実施しても内部統制は有効である。仮に期間内に十分な評価手続を実施できないと

しても、経営者は「やむを得ない事情」によるものとしてそれを評価対象から除外し、内部統制

評価をすればよい。その場合、監査人は「無限定適正意見」の表明が可能である。

◆J-SOX後の内部監査のあり方

以上述べたように、J-SOXは財務報告の信頼性確保を上場企業や継続開示企業に求め、その証

として内部統制報告書の提出を制度化したものですが、これによって企業の内部監査がJ-SOXの

ための内部監査に矮小化されてはなりません。本来の内部監査は、財務報告の信頼性だけでな

く、もっと広い範囲の内部統制やリスクマネジメントを対象にしています。内部監査には、経営

者が整備した組織や体制が有効に機能していることを経営者に保証する役割と、マネジメントや

業務処理を改善するための助言つまりコンサルテイングの役割があります。したがって、経営者

や内部監査を受ける部門は、内部監査をJ-SOXのための内部統制の評価と考えるだけでなく、企

業の目標達成のためのマネジメントシステムを改善し強化していくための必要不可欠な機能であ

ることを認識すべきです。また内部監査部門も、これに応えるためにその専門性を一層高め、価

値ある監査報告の作成に努める必要があります。

内部統制の機能を一層発揮させるには、経営者、内部監査部門及び監査対象部門ほかの役職員

全員が基本にたち返って自らの業務に臨む姿勢が求められます。「K.Y.」という若者言葉がありま

す。「空気が読めない」という意味合いのようですが、しかし空気を読んで周りに同調するばかり

では、内部統制の発揮は期待できません。それには「空気を読まない」姿勢が何より大切なので

す。
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はじめに

室蘭工業大学と北洋銀行は、平成１８年７月に包括連携協定を締結し、それに基づく両者による

初めての取り組みとして「地域ものづくり産業の集積・活性化に関する研究（胆振地域をモデル

として）」を実施しました。

その研究成果の概要について今月号と来月号の２回に分けて掲載いたします。

１．研究の目的

本研究は、道内他地域と比較した胆振地域の産業の特性や、これまでの産学官・金融連携

による産業振興の取り組み等を調査し、今後の地域ものづくり産業の集積・活性化の方向性

について検討するとともに、そのための産学官・金融機関等が果たすべき役割や支援スキー

ムを検討し、地域におけるものづくり産業の活性化に資することを目的とします。

２．研究の内容

研究の目的に沿って、以下の項目について検討を行いました。

① 北海道及び胆振地域における産業の特性

② 胆振地域における新たな産業立地の動向

③ ものづくり産業の集積・活性化に向けた取り組み

④ 胆振地域におけるものづくり産業の集積・活性化の方向性と、そのための産学官・金融

機関等が果たすべき役割

レポート

「地域ものづくり産業の集積・活性化に関する研究
―胆振地域をモデルとして―」（１）
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北海道
（百万円）

全国シェア

１ 農林水産業 １，９６３，５０２ １３．７％

２ 鉱業 １５２，１７６ １１．０％

３ 軽工業 ２，９５７，３９３ ５．７％

４ 素材型製造業 ２，６５４，６４２ ２．２％

５ 加工組立型製造業 ８５７，４１２ ０．７％

６ その他の製造業 １１３，００４ １．７％

７ 建設 ３，９８５，６５１ ５．２％

８ 電力・ガス・水道・熱供給 ９９５，３７０ ３．７％

９ 商業 ３，６５５，５７７ ３．８％

１０ 金融・保険・不動産 ３，９２９，３６０ ３．８％

１１ 運輸・通信 ２，４５３，２６８ ３．５％

１２ 公務 １，９３１，４３８ ５．３％

１３ その他の公共サービス ４，０６８，２６９ ４．８％

１４ 対事業所サービス ２，１６７，３０４ ２．８％

１５ 対個人サービス ２，５９９，１１３ ４．４％

１６ その他 ２３５，４９４ ３．９％

計 ３４，７１８，９７３ ３．６％

全 国 北海道 岩手県 三重県 熊本県

１．５％ ５．７％ ４．８％ １．７％ ４．６％

０．１％ ０．４％ ０．３％ ０．２％ ０．３％

５．４％ ８．５％ ８．０％ ５．１％ ６．６％

１２．４％ ７．６％ ５．９％ ２３．２％ ６．５％

１３．４％ ２．５％ １４．５％ ２３．７％ １４．１％

０．７％ ０．３％ ０．３％ ０．７％ ０．２％

８．１％ １１．５％ １１．８％ ７．９％ ８．５％

２．８％ ２．９％ ２．７％ ３．６％ １．８％

１０．１％ １０．５％ ８．６％ ５．１％ １２．９％

１０．８％ １１．３％ １０．７％ ６．２％ ７．３％

７．３％ ７．１％ ６．５％ ５．４％ ７．６％

３．８％ ５．６％ ４．０％ ２．７％ ５．６％

８．８％ １１．７％ １０．４％ ６．７％ １１．７％

８．０％ ６．２％ ５．５％ ２．８％ ５．４％

６．１％ ７．５％ ５．６％ ４．５％ ６．３％

０．６％ ０．７％ ０．６％ ０．６％ ０．５％

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

図表１－１ 産業別生産額及び生産額構成比

資料：平成１２北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）、平成１２年全国及び各県産業連関表

第１章 北海道の産業特性

１．北海道の産業構造の特徴と競争力

（１）北海道の産業構造の特徴

北海道地域産業連関表に見る平成１２年の道内生産額は、３４兆７，１９０億円（全国シェア：

３．６％）となっています。産業別の全国シェアでは、農林水産業が１３．７％、鉱業が１１．０％と

高く、反面、素材型製造業は２．２％、加工組立型製造業は０．７％と低くなっています。

また、生産額の産業別構成比を全国及び、近年、企業誘致などによって積極的に産業振興

に取り組んでいる岩手県、三重県、熊本県３県と比較すると、北海道産業の特徴として、農

林水産業と軽工業、建設、公務、公共サービス、対個人サービス等の構成比が高く、加工組

立産業の構成比が２．５％と、極端に低いことがあげられます。

（２）北海道産業の競争力

製品や技術は対価として金銭取引を伴うことから、ここでは優位な製品や技術を生み出す

競争力のある産業は、域際収支（純輸移出額）がプラスになると仮定し、その視点で道内産

業を見てみます。

図表１－２は、平成１２年における北海道と前述した他県の域際収支を比較したもので、こ

の表から以下の点が指摘できます。
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北海道 岩手県 三重県 熊本県

１ 農業 ２，９２７ ７５１ －２９８ ９６６

２ 林業 －１４９ －１ －７５ １５

３ 漁業 －４２３ １２６ ６ －３２

４ 金属鉱物 －４６ －１０ －１４９ －１

５ 非金属鉱物 ３８３ １８ －８６ ７８

６ 石炭・原油 －２，８９１ －３６ －４，０３７ －１０８

７ 食料品・たばこ ５，２３６ １，０１０ ４１６ －１８３

８ 飲料 －１，５７９ ２０９ －７８４ －２２７

９ 繊維工業製品 －４３０ －１８６ １０６ －１７３

１０ 衣服・その他の繊維製品 －２，５０５ －１５０ －３５４ －５０１

１１ 製材・木製品 ３１ １９２ ８７ ４２

１２ 家具・装備品 －４３８ －１９０ ６２ －２５２

１３ パルプ・紙・板紙・加工紙 ２，９６０ －１０９ －８８ ３８

１４ 紙加工品 －５９４ －４ －２４０ －２０３

１５ 出版・印刷 －１，０２８ －３４０ －６３５ －２６９

１６ 化学肥料 －１４９ １６ －８３ －１２

１７ 無機化学基礎製品 －１２９ －６７ ３４１ －１３８

１８ 有機化学基礎・中間製品 －１５２ －７８ ２，１１７ －９５

１９ 合成樹脂・化学繊維 －１９０ －１２７ １，２４４ －１３１

２０ 化学最終製品 －２，０２５ －４７４ １１０ －３８７

２１ 医薬品 －３，７０４ －４３９ ５４ －５４７

２２ 石油・石炭製品 －１，４１５ －１，３４３ ４，１１１ －１，６８７

２３ プラスチック製品 －１，２３１ －３２１ １，２４９ －４１２

２４ ゴム製品 －６３３ －１７８ １，０９４ １５６

２５ ガラス・ガラス製品 －２３３ １４ ７２５ －７０

２６ セメント・セメント製品 －１８ ４３６ ５１２ １１５

２７ その他の窯業・土石製品 －５９６ －１８３ ２０７ －１０７

２８ 銑鉄・粗鋼 ８９ －１３８ －３７ －７７

２９ 鋼材 －１０２ －１７２ －１，２８７ －３３９

３０ その他の鉄鋼製品 －１１８ ３９ ４０６ －２５５

３１ 非鉄金属製錬・精製 －１１３ －１０２ －８５５ －１２０

３２ 非鉄金属加工製品 －６３０ －２３２ ２，０８９ －３６０

図表１－２ 地域別に見た域際収支（純輸移出額、平成１２年）
（億円）

資料：平成１２北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）、平成１２年各県産業連関表
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・北海道で域際収支がプラスの産業は、「農業」、「非金属鉱物」、「食料品」、「製材・木製品」、

「パルプ・紙・板紙・加工紙」、「銑鉄・粗鋼」、「運輸」、「対個人サービス」です。

・他県と比較すると、北海道は域際収支がプラスの産業数は少なく、１次産業とその加工品で

ある食料品やパルプなどの素材産業に偏っています。

・他県では、電子・通信機器や自動車等の加工組立型製造業でプラスの産業があるものの、北

海道は加工組立型製造業の全てがマイナスとなっています。

北海道 岩手県 三重県 熊本県

３３ 建設・建築用金属製品 －３６６ －１７５ ２７０ ４９５

３４ その他の金属製品 －１，２７４ －５２ －３３８ －２８０

３５ 一般産業機械 －１，８７９ ２７ ８０ －５７１

３６ 特殊産業機械 －１，０７１ ８９ ３７６ －６８

３７ その他の一般機器及び部品 －１９０ １４０ ７５３ －２２６

３８ 事務用・サービス用機器 －１，０６５ ９ ２７５ －３４６

３９ 民生用電子・電気機器 －２，１８２ －４６ －１３７ －６３８

４０ 電子・通信機器 －４，４１８ ３，８１８ ４，０８３ ３，０６６

４１ 重電機器 －４７３ －１３７ ５３５ －１８５

４２ その他の電気機器 －４６２ －５７ ４，６１７ －３２９

４３ 自動車 －２，３０２ －２３４ ３，２７１ １９１

４４ その他の輸送機械 －２，１５３ －１２２ ８１ １２７

４５ 精密機械 －１，３６１ １８９ －６４ －４１７

４６ その他の製造工業製品 －２，９５５ －２８２ －２９９ －６４７

４７ 再生資源回収・加工処理 －５５ －２２ ６５ ２７

４８ 建築及び補修 －１３０ ０ ０ ０

４９ 土木 ０ ０ ０ ０

５０ 電力 －４４５ －４４２ ２３５ －１，０７９

５１ ガス・熱供給 －１２４ ０ －１１０ －１４７

５２ 水道・廃棄物処理 －１８８ ０ ３１ ５６

５３ 商業 －３，３０８ －１，０１１ －５，５５１ －６６

５４ 金融・保険・不動産 －１，１６５ －１３０ －１，３７１ －１９７

５５ 住宅賃貸料（帰属家賃） ０ ０ ０ －１１３

５６ 運輸 ４，２６３ －３６ ６３ ２５

５７ 通信・放送 －２，０７５ －７６ ４ ３１７

５８ 公務 ０ ０ ０ ０

５９ その他の公共サービス －８４２ －５３ ４７ －１０７

６０ 調査・情報サービス －２，１１２ －８１５ －１，９４１ －６０６

６１ その他の対事業所サービス －３，２１４ －７３４ －３，００７ －１，００３

６２ 対個人サービス ３，０６０ －２９８ －２２５ ３９８

６３ その他 －７２ －４ －８９ －１０１

計 －３８，４５３ －２，５２３ ７，５８３ －７，７０２
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就業人口 農・林・
漁業

鉱業 建設業 製造業 電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

通信業，
運輸業

卸・小売
業

金融・保
険不動産
業

飲食店，
宿泊業

医療，福
祉

その他の
サービス
業

公務 分類不能

胆
振

人 １９１，７２９ ９，８２６ ２３３ ２３，６００ ２４，０２４ １，３９５ １５，８５１ ３１，９２０ ４，９０１ １２，０２９ ２０，９２３ ３７，２９１ ７，５７２ ２，１６４

％ １００．０％ ５．１％ ０．１％ １２．３％ １２．５％ ０．７％ ８．３％ １６．６％ ２．６％ ６．３％ １０．９％ １９．４％ ３．９％ １．１％

北海道 １００．０％ ７．７％ ０．１％ １０．５％ ８．４％ ０．５％ ７．４％ １８．５％ ３．４％ ５．８％ ９．９％ ２０．４％ ５．４％ ２．０％

図表２－１ 胆振地域の就業構造

資料：平成１７年国勢調査

第２章 胆振地域における産業の特性

１．胆振地域の産業構造

（１）胆振地域の就業構造

胆振地域は、北海道の中央南部に位置し、特定重要港湾を抱える室蘭市、苫小牧市など、

４市７町で構成されています。管内の人口は、４２６，６３９人（平成１７年国勢調査）であり、北

海道の総人口の７．６％を占めています。

就業者数は１９１，７２９人で、産業別就業者数の構成割合は、第１次産業が５．１％、第２次産業が

２５．０％、第３次産業が６８．８％と、全道平均（第１次産業７．７％、第２次産業１９．０％、第３次産

業７１．３％）と比べ、第２次産業の割合が高く、第１次産業が低くなっています（図表２－１）。

（２）胆振地域の全道に占める位置

図表２－２は、産業に関わる基本指標について、胆振地域の全道に占める構成比を示した

ものです。

全産業の事業所数及び従業者数は全道の８．３％であり、このうち製造業の事業所数は

８．４％、従業者数では１１．７％と人口比の１．５倍の規模になっています。さらに生産額等を示す

指標では、農林漁業や商業のが４．３％から５．１％であるのに対し、製造品出荷額は全道の３割

を占めるまでに至っており、本道の経済の中で特に製造業の面で高いシェアを占めていま

す。
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図表２－２ 全道に占める胆振地域の産業

資料：面積／北海道市町村勢要覧（北海道統計協会）、人口／平成１７年国勢調査、事業所数・従業者数／平成１６年事業所
・企業統計調査、製造品出荷額等／平成１７年工業統計調査、農業産出額／平成１７年農林水産統計年報、林業素材生
産量／平成１７年度胆振支庁調べ、漁業生産額／平成１７年胆振支庁調べ、商品販売額／平成１７年商業統計調査

図表２－３ 胆振地域の製造業事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移

資料：平成１７年工業統計調査

２．胆振地域の製造業の現況と特性

（１）胆振地域の製造業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の状況

平成１７年工業統計調査による胆振地域の製造業は、事業所数が６７４、従業者数が２万３，８６６

人、製造品出荷額等が１兆６，８０５億円となっています。

この１０年間の推移を見ると、事業所数、従業者数ともに減少傾向にあったものの、平成１７

年調査では若干持ち直した感があります。

一方、製造品出荷額等は、１兆３，０００億円台程度で推移していたものが、平成１７年調査で

は前年を３，０００億円以上上回る１兆６，８０５億円と、大幅な伸びとなっています。この伸びの内

訳を見ると、石油製品製造業と鉄鋼業が大きく伸びており、特に石油製品製造業は、前年比

２，４５８億円増と全体の伸びの３／４を占めています（図表２－３）。
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図表２－４ 産業４類型別の製造品出荷額等

資料：平成１７年工業統計調査

（２）胆振地域の製造業の業種別状況

図表２－４は、業種別の製造品出荷額等及び地方資源型、雑貨型、基礎素材型、加工組立

型の４類型別の構成比を示したものです。

製造品出荷額等では、石油製品・石炭製品製造業が６，９８３億円で最も多く、次いで鉄鋼業

の３，５１４億円、パルプ・紙・紙加工品製造業の１，８８５億円、輸送用機械器具製造業の１，５６７億円

の順となっており、これら４業種で胆振地域全体の製造品出荷額等の８３％を占めています。

４類型別の製造品出荷額等の構成比を全道平均と比較してみると、全道では地方資源型が

出荷額の５割を占め、基礎素材型は約１／４であるのに対し、胆振地域では、地方資源型は

全体の２割にすぎず、基礎素材型が石油製品及び鉄鋼の出荷額の多さを背景に、全体の６割

以上を占めています。

（３）胆振地域における有望な産業クラスターの核

前章で見たように、道央圏においては「パルプ・紙」、「石油製品」、「鉄鋼」が、有望な産

業クラスターの核と考えられます。ここでは、これらの産業の胆振地域での位置づけ、胆振

地域において産業クラスターの核となりうる産業について考察します。

図表２－５は、業種別の製造品出荷額等の全道に占める胆振地域の構成比を示したもので、

「パルプ・紙・紙加工品製造業」は４４．９％、「石油製品・石炭製品製造業」が９８．６％、「鉄鋼

業」が８２．２％と高く、道央圏での域際収支のプラスに大きく寄与していると考えられます。

また、道央地域全体としては域際収支がプラスとならなかったものの、胆振地域の全道に

占める構成比では、輸送用機械器具製造業が６８．１％、非鉄金属製造業で４５．５％と高く、これ

らの産業についても競争力を有しているものと考えられます。
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事業所数 従業者数
（人）

出荷額等
（億円）

全道における胆振地域のシェア（％）
２０％ ４０％ ６０％ ８０％

製 造 業 全 体 ６７４ ２３，８６６ １６，８０５

食 料 品 １５３ ５，０４８ ７００

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 １４ ２７４ ３０７

繊 維 工 業 ２ １０ χ

衣服・その他の繊維製品 ８ １５６ ７

木 材 ・ 木 製 品 ４５ ９１３ １９７

家 具 ・ 装 備 品 ２３ １６５ １２

パルプ・紙・紙加工品 １３ １，９９０ １，８８５

印 刷 ・ 同 関 連 業 ４１ ５８４ ６７

化 学 工 業 ２２ ６６７ ２９１

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 １２ ６９３ ６，９８３

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 １４ ３００ ７０

ゴ ム 製 品 ２ １４ χ

なめし革・同製品・毛皮 １ ８ χ

窯 業 ・ 土 石 製 品 ７３ １，３１１ ３６１

鉄 鋼 業 ２７ ３，４４５ ３，５１４

非 鉄 金 属 ５ ７４ ２８

金 属 製 品 １０９ ２，３６７ ４９３

一 般 機 械 器 具 ５７ １，１１６ ２１５

電 気 機 械 器 具 ７ ５５０ ４９

情 報 通 信 機 械 器 具 ０ ０ ０

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス １０ ４４１ ４８

輸 送 用 機 械 器 具 ２０ ３，６４７ １，５６７

精 密 機 械 器 具 ３ ３１ ３

そ の 他 の 製 造 業 １３ ６２ ４

図表２－５ 胆振地域の製造業の状況

資料：平成１７年工業統計調査
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６２年 ６３年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年

北海道 １３４ ２０３ ２７７ ２４８ ２０７ １６９ ８０ ６０ ８３ ７９ ７７ ５８ ５９ ６６ ５９ ３５ ４６ ５１ ５７ ６２

全 国２，５５４３，５２４４，１４７３，７７５３，４８４２，４６４１，６２４１，４５０１，３０１１，５４６１，５１３１，１５７ ９６９１，１２６１，１２３ ８４４１，０５２１，３０２１，５４４１，７８２

図表３－１ 工場立地動向

資料：工場立地動向調査（経済産業省）

第３章 胆振地域における新たな産業立地

１．北海道の工場立地動向

（１）工場立地件数及び立地面積

平成１８年の北海道の工場立地は、件数で６２件、敷地面積で９０haとなっています。前年に比

べ、件数では５件（８．８％）の増、面積では１９ha（２６．８％）の増となっており、全国（件数

１５．４％増、面積２．９％増）と同様に件数、面積とも増加しています。

また、１件当たりの立地面積は１．４５haで、前年に比べ０．２１haの増加となっています。

立地件数の動向を見ると、昭和６２年以降の景気拡大及び大都市圏における立地条件の悪化

などを背景に、６３年から２００件台へと大幅に増加し、平成元年には２７７件と過去最高の件数と

なりました。その後バブル崩壊を契機とした長期景気低迷の影響を受け、減少傾向で推移

し、平成５年以降１００件未満の低水準の状況にあるものの、我が国の景気回復に伴う設備投

資の活発化などにより平成１５年から４年連続で増加しています。

（２）業種別立地件数

本道における平成１８年の業種別の立地件数は、食料品が１８件と最も多く、次いで飲料・た

ばこ・飼料（７件）、一般機械（５件）、プラスチック製品、化学工業、金属製品（各４

件）、木材・木製品、鉄鋼、輸送用機械（各３件）の順となっています。

立地件数を４類型別に見ると、地方資源型が３２件（構成比５１．６％）と最も多く、次いで加

工組立型が１２件（同１９．４％）、基礎素材型が９件（同１４．５％）、雑貨型が７件（同１１．３％）と

なっています。

近年、地方資源型のウエイトが減少し、これに代わって加工組立型や基礎素材型のウエイ

トが高まっています。
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図表３－２ 過去１０年間の地域別累計立地件数

資料：工場立地動向調査（経済産業省）

（３）地域別立地件数

本道における平成１８年の地域別立地件数は、石狩が１４件（構成比２２．６％）と最も多く、次

いで後志が１１件（同１７．７％）、空知が１０件（同１６．１％）、胆振が９件（同１４．５％）となってお

り、これら４地域で全体の７割を占めています。

過去１０年間の立地件数の累計では、石狩が１１６件（構成比２０．３％）と最も多く、次いで空

知が７３件（同１２．８％）、後志が６０件（同１０．５％）、胆振が５９件（同１０．３％）、上川が５６件（同

９．８％）、渡島が５１件（同８．９％）の順となっています。

２．北海道における自動車関連産業の立地動向

（１）北海道の自動車関連産業

北海道の自動車関連産業の状況について、工業統計細分類における自動車部分品・付属品

製造業から見ることとします。

道内における自動車部分品・付属品製造業の平成１６年の従業者数は４，４１１人、製造品出荷

額等は１，８０５億円となっており、トヨタ自動車北海道㈱の増産等により、この１０年間で従業

者数は２倍、出荷額は３割増となっています。

しかし製造品出荷額等の地域別のシェアでは、北海道は全国のわずか０．８％にすぎず、こ

の１０年間でも変化がありません。対照的に、中部は５．１ポイント増の４１．５％となり、また、

早くから自動車関連産業の集積に力を入れてきた九州、東北でも、それぞれシェアを伸ばし

ています。
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図表３－３ 北海道の自動車関連産業の推移

資料：工業統計調査
注）工業統計細分類における自動車車体・附随車製造業については秘匿値があり合算できないため、ここでは自動車部分品・付属品製造業のみのデー
タを用いた。

全国計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

６年 １７３，８４９ １，３５５ ５，１３９ ７４，６８８ ６３，３１１ １５，６５１ １０，４０１ ３７ ３，２６６

１６年 ２１２，８９７ １，８０５ ７，４４１ ８１，２３９ ８８，４１７ １５，８０８ ９，９３５ １０４ ８，１４７

図表３－４ 自動車関連産業の地域別製造品出荷額等と構成比

資料：工業統計調査
注）工業統計細分類における自動車部分品・付属品製造業のデータ。
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（２）北海道の自動車関連企業と道内企業との取引状況

北海道の自動車関連企業と道内企業との取り引きは拡がりつつあるものの、発注側が要求

する「品質」、「価格」、「納期」といった条件への対応力や、新たに必要となる機械設備への

投資等の面から、道内企業の自動車産業への参入のアプローチはまだ弱く、トヨタ自動車北

海道㈱やいすゞエンジン製造北海道㈱の道内調達率は、トヨタ自動車北海道㈱で６．９％程

度、いすゞエンジン製造北海道㈱で３％程度と非常に低くなっています。

一方、トヨタ自動車北海道㈱に部品を納入している地場企業は、トヨタへの部品の納入実

績と信用力により販路拡大を果たしており、そのうちの１社で変速機のバネを納入している

「北海バネ㈱（小樽市）」では、月５万個だった生産量が現在では月５０万個にまでになり、さ

らにトヨタグループの自動車部品メーカーの大手「アイシンAW㈱（愛知県）」へ納入を決

めるなど取り引きを拡大させています（北海道経済部商工局産業振興課「ビジネスリンク北

海道No．２７」より）。

（３）自動車関連企業の最近の新増設状況

北海道における最近の自動車関連企業の新増設状況を以下に整理します。

トヨタ自動車北海道㈱（苫小牧市）では、平成１７年１２月に第４工場を、平成１９年４月に第

５工場をそれぞれ竣工し、自動変速機（AT）、アルミホイール、トランスファーの主力３製

品に加え、無段変速機（CVT）、鍛造部品の生産を開始しています。

自動車関連部品を中心とする工業用ゴム製品の製造・開発を行う㈱徳重（本社：名古屋

市）では、平成１９年３月に石狩工場を竣工し、自動車用ドライブシャフトブーツの製造を開

始しました。

自動車部品メーカーのアイシン精機㈱は、平成１８年２月にアイシン北海道㈱を設立し、苫

東地域に新工場を建設、平成１９年４月よりアルミダイキャスト製品の生産を開始していま

す。

アルミダイキャスト製品の含浸加工事業を行う三和油化工業㈱（本社：愛知県刈谷市）及

び自動車用鋼材商社の佐藤商事㈱（本社：東京都）は、平成１９年４月、自動車用鍛造部品の

粗形材を生産する㈱三五北海道は、平成１９年８月、それぞれ苫小牧工場での操業を開始して

います。また、㈱鈴木商会（アルミ合金）は、平成１９年度末、苫小牧工場での操業を予定し

ています。

㈱デンソー（本社：愛知県刈谷市）は、平成１９年４月、千歳市に車載用半導体製品を生産

する新会社（㈱デンソーエレクトロニクス：資本金は２０億円）を設立。千歳臨空工業団地内

に工場を建設し、平成２１年４月から生産を開始する予定となっています。
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事業所名 新・増設時期 主な生産品目 親会社・本社等

トヨタ自動車北海道㈱
（苫小牧市）

第４工場：平成１７年１２月 自動変速機、CVT トヨタ自動車㈱・愛知県豊田
市第５工場：平成１９年４月 鍛造部品

㈱徳重（石狩市） 石狩工場：平成１９年４月 ドライブシャフトブーツ 名古屋市

北海道スチールワイヤー㈱
（室蘭市）

平成１８年６月 オイルテンパー線
住友電工スチールワイヤー㈱
・伊丹市

アイシン北海道㈱
（苫小牧市）

平成１９年４月 バルブボディ他
アイシン精機㈱・愛知県刈谷
市

三和油化工業㈱（苫小牧市） 平成１９年４月 アルミダイキャスト製品含浸加工 愛知県刈谷市

佐藤商事㈱（苫小牧市） 平成１９年４月 自動車用鋼材 東京都

㈱三五北海道（苫小牧市） 平成１９年８月 鍛造部品用粗形材 ㈱三五・愛知県三好町

㈱鈴木商会（苫小牧市） 平成１９年度末 アルミ合金 札幌市

㈱デンソーエレクトロニクス
（千歳市）

平成２１年４月（操業予定） 車載用半導体製品 ㈱デンソー・愛知県刈谷市

図表３－５ 北海道における自動車関連企業の新・増設状況

資料：北海道経済産業局「最近の北海道管内における自動車関連産業の動向」（平成１９年３月）、各社ホームページ等から作成

３．北海道地域産業連関表に見る北海道の自動車関連産業の構造

（１）域際収支から見た自動車関連産業

図表３－６は、平成１２年北海道地域産業連関表の基本分類をもとに道内産業を５１４の産業

に分けた上で、平成１２年において域際収支がプラスの道内産業（上位２０産業）を示したもの

です。内訳は、生乳や小麦などの一次産業、冷凍魚介類や乳製品などの食品関連産業、用紙

・和紙及び特殊鋼熱間圧延鋼材の素材型産業、自動車部品や自動車用内燃機関・同部分品の

加工組立型産業、旅館・宿泊所などのサービス産業、運輸関連産業となっており、これら上

位２０産業で域際収支プラス部分の大半を占めています。

自動車部品は１１番目に大きい８２４億円となっており、道内の主要農産物である野菜、小麦

（国産）、ばれいしょを上回っています。また、観光産業は道内の基幹産業そして競争優位性

を有する産業の代表として一般に取り上げられます。しかし、自動車部品と自動車用内燃機

関・同部分品を合計したプラス額は約１，２０７億円であり、観光産業の中心的存在である旅館

・その他宿泊所の１，６８０億円に次ぐ大きさとなっています。

このことからも、北海道にとって自動車関連産業は重要であり、更なる振興、発展を図る

ことが必要です。
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名 称
域際収支
（百万円）

道内生産額
（百万円）

輸移出率

１ 道路貨物輸送（除自家輸送） ３２６，１５７ ８４４，３６９ ５２．８％

２ 洋紙・和紙 ２７５，８１２ ３３１，２５８ ８８．９％

３ 冷凍魚介類 ２３９，９１５ ４４０，６３７ ８５．５％

４ 乳製品 ２０７，４１４ ２８６，９７６ ８２．０％

５ 塩・干・くん製品 １７６，６８０ ２１７，７０６ ８６．３％

６ 旅館・その他の宿泊所 １６７，９７１ ５８６，０４９ ６９．６％

７ 遊興飲食店 １１６，１１８ ３８１，０２４ ３３．８％

８ 生乳 １０６，９６０ ２６７，８９４ ４２．５％

９ 遊戯場 １０４，６６７ ２４５，７９３ ４９．３％

１０ 国内航空旅客輸送 ９６，９２０ ２００，４９２ ７８．０％

１１ 自動車部品 ８２，３９１ １９７，１１４ ８８．８％

１２ ハイヤー・タクシー ７６，６２０ １４２，１４８ ５９．０％ １２０，６９６

１３ 野菜 ６５，４８４ １８８，６８６ ５１．２％ 自動車関連産業の合計

１４ 特殊鋼熱間圧延鋼材 ６３，１７３ ７６，１０９ ８９．６％

１５ 小麦（国産） ５７，５０１ ６４，１６５ ９０．０％

１６ ばれいしょ ５２，５３８ ８５，６７６ ６１．４％

１７ 精製糖 ５１，８９４ ７１，２６１ ７６．０％

１８ その他の水産食品 ４７，４５３ １０３，５６４ ６９．０％

１９ 砂利・採石 ４６，８１５ ８２，４５４ ５７．８％

２０ 自動車用内燃機関・同部分品 ３８，３０５ ７１，３９３ ８９．１％

図表３－６ 域際収支がプラスの産業（上位２０産業）

旅館に次ぐ
黒字額

資料：平成１２年北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）基本分類より作成

（２）自動車部品産業の中間財

産業は、その生産活動に伴って必要な原材料や部品、サービスを調達します。これらの調

達は中間財、金額は中間投入額と呼ばれます。なお、中間財には設備投資は含まれません。

１）自動車部品産業の中間財

図表３－７は、道内自動車部品産業の主要な中間財を示したものです。これを見ると、中

間投入額の大きい産業は、自部門内の自動車部品（３６１億円）、集積回路（１０５億円）、鋳鉄製

品（３５億円）、自動車内燃機関・同部分品（２９億円）、粉末冶（や）金製品（２６億円）、鍛工

品（鉄）（２３億円）、工業用プラスチック（１８億円）などとなっています。産業分類をより大

括りに見ると、自動車部品、鉄鋼製品、金属製品、非鉄金属製品、電子部品、プラスチック

製品が大半を占めています。
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名 称
中間投入額
（百万円）

１ 自動車部品 ３６，０６０

２ 集積回路 １０，５３４

３ 鋳鉄品 ３，４９８

４ 自動車用内燃機関・同部分品 ２，８８３

５ 粉末冶（や）金製品 ２，６２０

６ 鍛工品（鉄） ２，３４３

７ 工業用プラスチック製品 １，７９９

８ 特殊鋼熱間圧延鋼材 １，７５６

９ 鉄鋼シャースリット業 １，７２５

１０ 普通鋼鋼管 １，５７１

１１ その他のゴム製品 １，５５１

１２ その他の非鉄金属地金 １，５１３

１３ 内燃機関電装品 １，４９５

１４ めっき鋼材 １，１２９

１５ ベアリング ８９９

１６ ポンプ及び圧縮機 ８９４

１７ 金属線製品 ８１０

１８ 電線・ケーブル ８０８

１９ アルミ圧延製品 ７８６

２０ 鍛鋼 ７１９

２１ 金属製容器及び製缶板金製品 ７０６

２２ 塗料 ６７８

２３ 触媒 ５７９

２４ ポリプロピレン ５６１

２５ A重油 ５５２

名 称
中間投入額
（百万円）

２６ その他の鉄鋼製品 ５４６

２７ 電動機 ５３８

２８ 自動車車体 ４４８

２９ 液晶素子・その他の電子部品 ４４５

３０ 非鉄金属素形材 ４３１

３１ 機械工具 ４２９

３２ 特殊鋼鋼管 ４２０

３３ その他の一般機械器具及び部品 ３７２

３４ 強化プラスチック製品 ３７０

３５ その他の石油製品 ３０６

３６ 研磨材 ２７１

３７ その他の窯業・土石製品 ２４６

３８ プラスチック発泡製品 ２４４

３９ 普通鋼鋼帯 ２３８

４０ 鋳鋼 ２３３

４１ その他の一般産業機械及び装置 ２１３

４２ 分析器・試験機・計量器・測定器 ２１１

４３ 伸銅品 ２０６

４４ 普通鋼形鋼 １９４

４５ 高機能性樹脂 １８８

４６ ボルト・ナット・リベット及びスプリング １８５

４７ 普通鋼冷間仕上鋼材 １８５

４８ 電気照明器具 １８４

４９ 軽油 １７６

５０ その他の繊維工業製品 １５８

図表３－７ 道内自動車部品産業の中間投入額（製造業）

資料：平成１２年北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）より作成

２）自動車部品産業の関連産業も含めた中間財

自動車部品産業は裾野の広い産業であり、その生産活動を多くの関連産業が支えていま

す。自動車部品産業を発展させるために強化すべき産業を考えるためには、自動車部品産業

の直接的な中間財だけではなく、関連産業の生産活動を支える中間財も含めて考える必要が

あります。

図表３－８は、関連産業も含めた中間財を示しています。これを見ると、粗鋼（電気

炉）、プラスチックフィルム・シート、普通鋼冷間仕上鋼材、液晶素子・その他電子部品、

内燃機関電装品などのより素材的な産業の順位が高くなっており、これらの産業の強化は、

自動車部品産業だけでなく、その関連産業の強化にも有効であると考えられます。
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名 称
中間投入額
（百万円）

１ 粗鋼（電気炉） ６９，０２５

２ 自動車部品 ３６，０６０

３ 自動車用内燃機関・同部分品 ２８，６５８

４ 集積回路 １１，２１３

５ プラスチックフィルム・シート １０，５２２

６ 普通鋼冷間仕上鋼材 ６，３６２

７ 液晶素子・その他の電子部品 ５，９０２

８ 内燃機関電装品 ４，９０６

９ 普通鋼鋼帯 ４，４０２

１０ 工業用プラスチック製品 ４，１５３

１１ 鋳鉄品 ３，９９５

１２ その他の電気機械器具 ３，９１３

１３ 熱硬化性樹脂 ３，５４６

１４ 粉末冶（や）金製品 ３，４５３

１５ 特殊鋼熱間圧延鋼材 ３，３３３

１６ 鍛工品（鉄） ３，３０５

１７ その他のプラスチック製品 ３，１６５

１８ 普通鋼鋼管 ２，９４５

１９ その他の非鉄金属地金 ２，８５５

２０ めっき鋼材 ２，６７８

２１ 高機能性樹脂 ２，２８６

２２ 鉄鋼シャースリット業 ２，２４６

２３ ポリプロピレン ２，２０２

２４ その他のゴム製品 １，９５１

２５ ポリエチレン（低密度） １，７７８

名 称
中間投入額
（百万円）

２６ その他の合成樹脂 １，６４６

２７ 強化プラスチック製品 １，５９９

２８ ポリスチレン １，５６６

２９ 金属線製品 １，５３２

３０ アルミ圧延製品 １，４０９

３１ 金属製容器及び製缶板金製品 １，３６３

３２ 特殊鋼冷間仕上鋼材 １，３２４

３３ その他の鉄鋼製品 １，２７９

３４ ベアリング １，２０３

３５ 電線・ケーブル １，０９２

３６ ポンプ及び圧縮機 ９４０

３７ その他の一般機械器具及び部品 ９３６

３８ 鍛鋼 ７１９

３９ 金属プレス製品 ６０４

４０ その他の石炭製品 ６０３

４１ 合成ゴム ５１７

４２ 工業用陶磁器 ４３０

４３ アルミニウム（含再生） ３９４

４４ 熱間圧延鋼半製品 ３８６

４５ 半導体素子 ３８２

４６ 普通鋼鋼板 ３４０

４７ 鉛・亜鉛（含再生） ２９５

４８ その他の非鉄金属製品 ２８８

４９ 印刷・製版・製本 ２１０

５０ Ａ重油 １９７

図表３－８ 関連産業も含めた中間投入額（製造業）

資料：平成１２年北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）より作成
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名 称
製造業合計 地域別調達額 道内

自給率調達額 構成比 道内品 道外品
１ 自動車部品 ３６，０６０ ４０．６％ ６，５３７ ２９，５２３ １８．１％

（トヨタヒアリング自給率） 同上 同上 ２，３８０ ３３，６８０ ６．６％
２ 集積回路 １０，５３４ １１．８％ ７，１８２ ３，３５２ ６８．２％
３ 鋳鉄品 ３，４９８ ３．９％ ７０１ ２，７９７ ２０．０％
４ 粉末冶（や）金製品 ２，６２０ ２．９％ ０ ２，６２０ ０．０％
５ 鍛工品（鉄） ２，３４３ ２．６％ ０ ２，３４３ ０．０％
６ 自動車用内燃機関・同部分品 ２，８８３ ３．２％ ６５１ ２，２３２ ２２．６％
７ その他のゴム製品 １，５５１ １．７％ ６６ １，４８５ ４．３％
８ 内燃機関電装品 １，４９５ １．７％ ６８ １，４２７ ４．５％
９ その他の非鉄金属地金 １，５１３ １．７％ １６２ １，３５１ １０．７％
１０工業用プラスチック製品 １，７９９ ２．０％ ５５３ １，２４６ ３０．７％
１１普通鋼鋼管 １，５７１ １．８％ ６３８ ９３３ ４０．６％
１２ポンプ及び圧縮機 ８９４ １．０％ ７ ８８７ ０．８％
１３電線・ケーブル ８０８ ０．９％ ０ ８０８ ０．０％
１４アルミ圧延製品 ７８６ ０．９％ ０ ７８６ ０．０％
１５めっき鋼材 １，１２９ １．３％ ３７０ ７５９ ３２．８％
１６特殊鋼熱間圧延鋼材 １，７５６ ２．０％ １，０８６ ６７０ ６１．９％
１７塗料 ６７８ ０．８％ ７３ ６０５ １０．８％
１８触媒 ５７９ ０．７％ ０ ５７９ ０．０％
１９ポリプロピレン ５６１ ０．６％ ０ ５６１ ０．０％
２０ベアリング ８９９ １．０％ ３７６ ５２３ ４１．８％
２１機械工具 ４２９ ０．５％ ３ ４２６ ０．７％
２２特殊鋼鋼管 ４２０ ０．５％ ０ ４２０ ０．０％
２３金属線製品 ８１０ ０．９％ ４２８ ３８２ ５２．９％
２４自動車車体 ４４８ ０．５％ ９８ ３５０ ２１．８％
２５非鉄金属素形材 ４３１ ０．５％ １００ ３３１ ２３．１％
２６鉄鋼シャースリット業 １，７２５ １．９％ １，４０９ ３１６ ８１．７％
２７その他の一般機械器具及び部品 ３７２ ０．４％ １２０ ２５２ ３２．２％
２８普通鋼鋼帯 ２３８ ０．３％ ０ ２３８ ０．０％
２９液晶素子・その他の電子部品 ４４５ ０．５％ ２１５ ２３０ ４８．３％
３０鋳鋼 ２３３ ０．３％ １０ ２２３ ４．３％
３１伸銅品 ２０６ ０．２％ ０ ２０６ ０．０％
３２A重油 ５５２ ０．６％ ３４８ ２０４ ６３．０％
３３金属製容器及び製缶板金製品 ７０６ ０．８％ ５０８ １９８ ７１．９％
３４普通鋼形鋼 １９４ ０．２％ ０ １９４ ０．０％
３５分析器・試験機・計量器・測定器 ２１１ ０．２％ ２１ １９０ １０．０％
３６高機能性樹脂 １８８ ０．２％ ０ １８８ ０．０％
３７その他の石油製品 ３０６ ０．３％ １２３ １８３ ４０．１％
３８電気照明器具 １８４ ０．２％ ３ １８１ １．７％
３９その他の一般産業機械及び装置 ２１３ ０．２％ ４４ １６９ ２０．８％
４０ボルト・ナット・リベット及びスプリング １８５ ０．２％ １９ １６６ １０．５％
４１その他の窯業・土石製品 ２４６ ０．３％ ８９ １５７ ３６．０％
４２その他の繊維工業製品 １５８ ０．２％ ３ １５５ １．８％
４３工業用陶磁器 １５３ ０．２％ ０ １５３ ０．０％
４４研磨材 ２７１ ０．３％ １１９ １５２ ４３．８％
４５強化プラスチック製品 ３７０ ０．４％ ２２４ １４６ ６０．６％
４６普通鋼冷間仕上鋼材 １８５ ０．２％ ６０ １２５ ３２．６％
４７特殊鋼冷間仕上鋼材 １５１ ０．２％ ４３ １０８ ２８．３％
４８半導体素子 １１１ ０．１％ ７ １０４ ６．４％
４９その他の鉄鋼製品 ５４６ ０．６％ ４４６ １００ ８１．６％
５０ポリスチレン １００ ０．１％ ０ １００ ０．０％
５１プラスチック発泡製品 ２４４ ０．３％ １５３ ９１ ６２．６％
５２プラスチックフィルム・シート １５０ ０．２％ ６０ ９０ ４０．１％
５３刃物及び道具類 １０３ ０．１％ １５ ８８ １４．７％
５４鍛鋼 ７１９ ０．８％ ６３１ ８８ ８７．８％
５５普通鋼鋼板 ８０ ０．１％ ０ ８０ ０．０％
５６その他の金属製品（除別掲） ９８ ０．１％ ２０ ７８ ２０．９％
５７金属製家具・装備品 ９２ ０．１％ １６ ７６ １７．１％
５８その他の合成樹脂 ７１ ０．１％ ０ ７１ ０．０％
５９軽油 １７６ ０．２％ １０５ ７１ ５９．７％
６０灯油 １３１ ０．１％ ６２ ６９ ４７．３％
６１織物製衣服 ８３ ０．１％ １８ ６５ ２１．５％
６２電動機 ５３８ ０．６％ ４７５ ６３ ８８．４％
６３その他の製造工業製品 １０３ ０．１％ ４２ ６１ ４０．９％
６４炭素・黒鉛製品 ５８ ０．１％ １ ５７ １．６％

図表３－９ 道内自動車部品産業の中間財の調達先
（単位：百万円・％）

＊地域別調達額は、自動車部品については２つの自給率（産業連関表の産業別道内平均を用い
た場合と、トヨタ自動車北海道のヒアリング結果である６．６％の場合）、その他の産業は平成１２
年北海道地域産業連関表の産業別道内平均自給率を用いた。
＊自動車部品とは、駆動・伝導・操縦装置部品、懸架・制動装置部品、シャシー部品・車体部
品、カーエアコン、カーヒータ、座席、KDセットである。

（３）自動車部品産業の道内調達率

１）中間財の道内調達率

道内の自動車部品業における、

サービスなども含めた総中間投入

額は１，５１８億円となっているもの

の、道内調達額は６５６億円（約４３％

に相当）となっています。このう

ち製造業だけで見ると、中間投入

額８８９億円のうち道内調達額は２５３

億円（約２８％）となっています。

２）製造業の道内調達率

図表３－９は、道内自動車部品

産業の中間財のうち製造業に限定

して、調達額合計、道内外別調達

額、道内自給率を示したもので

す。なお、平成１２年の道内平均自

給率を用いているため、個別産業

間の差異は反映していません。ま

た、トヨタ自動車北海道㈱など個

別企業の道内調達率とは一致しま

せん。

調達先が道外となっている製品

は、道内に需要があるにも関わら

ず、道内企業が供給できていない

金額を表しています。なお、道内

企業が参入を図るには一定の需要

規模が必要と想定し、ここでは道

外品の調達額が０．５億円以上の産

業のみ掲載しました。

道外調達額の大きい産業は、自

動車部品（２９５億円）、集積回路

（３４億円）、鋳鉄製品（２８億円）、

粉末冶（や）金製品（２６億円）、

鍛工品（鉄）（２３億円）などとなっ

ています。
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４）今後の課題

製品の取引は、金銭のやり取りを伴います。本分析では、金銭取引から自動車部品産業の中間

財、道内調達額、関連産業を見てきました。

道内自動車部品産業の発展に向け、どの産業（製品）を強化することが効果的かについては、

道内自給率の低い産業、道外に漏出している金額の大きい産業、道内自給率の高い（既に一定の

集積があるなど何らかの優位性があると考えられる）産業など、いくつかの切り口を想定するこ

とができます。しかし、技術面、あるいは設備面での現状と、能力向上を図る際の難易度などを

推測した上でなければ、金銭取引面だけでの選定は困難であり、今後は、金銭取引の背後にある

技術や設備などの面から産業間の連関を捉え、金銭取引による産業間の連関を（鍛造技術、表面

処理技術などの）技術マップ、設備マップへと展開することが課題と考えられます。

研究の実施に当たって、地域ものづくり産業イノベーション研究会の皆様に多大なるご指導・

ご協力をいただきました。ここに心より感謝申し上げます。

（次号に続く）

地域ものづくり産業イノベーション研究会

（アイウエオ順）

有我 功（社団法人北海道未来総合研究所 研究理事）

江川 裕之（経済産業省北海道経済産業局 地域経済部 バイオ産業課 課長）

加賀 壽（国立大学法人室蘭工業大学 地域共同研究開発センター センター長・教授）

鴨田 秀一（北海道立工業試験場 技術支援センター 所長）

末富 弘（北海道ティー・エル・オー株式会社 常務取締役）

鈴木 雍宏（独立行政法人科学技術振興機構 特許主任調査員）

刀川 眞（国立大学法人室蘭工業大学 情報メディア教育センター センター長・教授）

田中 史人（北海学園大学 経営学部 准教授）

千葉 繁生（独立行政法人産業技術総合研究所 北海道センター 産学官連携コーディネーター）

鍋島 芳弘（北海道電力株式会社 総合研究所 経済グループ 主幹研究員）

樋坂 則仁（株式会社北洋銀行 業務推進部 新事業支援室 室長）

船水 邦彦（株式会社北洋銀行 業務推進部 主任調査役）

本間 淳（財団法人北海道科学技術総合振興センター 研究開発部 次長）

山中 芳朗（財団法人北海道科学技術総合振興センター 研究開発部 部長）

※役職名は平成１９年１０月現在
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１２年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 ９４．３ ０．２ ９９．１ ３．９ ９５．１ ０．１ ９８．８ ３．６ ８７．３ △０．６ ９４．６ ２．９
１７年度 ９１．０ △３．５ １００．７ １．６ ９２．１ △３．２ １０１．０ ２．２ ８９．８ ２．９ ９７．０ ２．５
１８年度 ９３．８ ３．１ １０５．３ ４．６ ９５．０ ３．１ １０５．３ ４．３ ８７．５ △２．６ ９８．６ １．６
１９年度 p９４．３ ０．５ p１０８．０ ２．６ p９４．５ △０．５ p１０８．６ ３．１ p８７．９ ０．５ p１００．８ ２．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０５．８ ３．１ ９７．７ ２．６ １０５．９ ２．８ ９０．４ △２．６ １０３．３ １．６
４～６月 ９２．９ △０．８ １０６．４ ２．３ ９３．７ △１．９ １０７．０ ２．５ ８５．８ △６．１ １０３．１ １．０
７～９月 ９２．２ △０．３ １０８．２ ２．６ ９２．３ △１．２ １０８．４ ２．８ ８６．７ △５．９ １０４．２ ２．４
１０～１２月 ９３．５ ０．４ １０９．２ ３．３ ９２．６ △１．６ １０９．９ ４．４ ９１．８ △１．１ １０５．５ １．３

２０年１～３月 p９８．８ ２．９ p１０８．５ ２．３ p９９．５ ２．６ p１０９．４ ３．１ p９０．９ ０．５ p１０５．６ ２．２
１９年 ３月 ９５．８ １．５ １０６．０ ２．０ ９９．０ ４．７ １０５．８ １．５ ９０．４ △２．６ １０３．３ １．６

４月 ９４．４ １．１ １０５．６ １．０ ９６．６ １．６ １０６．３ １．０ ８８．６ △２．３ １０３．２ １．０
５月 ９２．４ ０．０ １０６．８ ４．８ ９３．２ △１．０ １０７．２ ４．４ ８７．３ △４．０ １０３．２ １．５
６月 ９２．０ △３．１ １０６．９ １．３ ９１．４ △５．７ １０７．６ ２．１ ８５．８ △６．１ １０３．１ １．０
７月 ９２．０ △１．２ １０７．０ ３．１ ９１．２ △２．８ １０６．８ ２．９ ８６．３ △６．２ １０３．６ １．８
８月 ９２．２ ０．６ １０９．７ ４．６ ９２．１ △０．５ １１０．１ ４．７ ８６．７ △６．０ １０３．７ ２．１
９月 ９２．５ △０．４ １０７．９ ０．２ ９３．７ △０．２ １０８．４ １．０ ８６．７ △５．９ １０４．２ ２．４
１０月 ９２．４ ０．７ １１０．０ ５．３ ９１．２ △０．８ １１０．１ ６．３ ８８．８ △４．０ １０４．９ １．８
１１月 ９２．６ １．４ １０８．４ ３．２ ９１．２ △１．１ １０９．１ ３．５ ９２．２ ０．０ １０５．８ ２．７
１２月 ９５．５ △１．０ １０９．１ １．５ ９５．５ △３．０ １１０．６ ３．３ ９１．８ △１．１ １０５．５ １．３

２０年 １月 ９９．８ ２．８ １０８．５ ２．９ ９９．０ ２．６ １１０．０ ３．９ ９２．４ △１．３ １０５．３ １．９
２月 r９９．０ ５．１ r１１０．２ ５．１ r１００．３ ６．５ r１１１．３ ５．８ r８９．７ △２．０ r１０５．４ ２．３
３月 p９７．５ １．０ p１０６．８ △０．４ p９９．２ △０．８ p１０７．０ ０．１ p９０．９ ０．５ p１０５．６ ２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 p９５４，７０８ △２．６ p２１２，５５５ △０．１ p３０９，９４７ △３．５ p８４，２９１ △０．８ p６４４，７６１ △２．１ p１２８，２６４ △１．１

１９年１～３月 ２３８，６０８ △１．１ ５１，４７２ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８２３ △０．１ １５９，４０３ △０．２ ３０，６４８ △０．６
４～６月 ２３３，８３９ △１．５ ５１，３２３ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，７５０ △１．１ ３１，９１９ △１．６
７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 p２３０，３２２ △３．０ p５２，０３９ △０．３ p７４，７６６ △３．３ p２０，４６２ △０．９ p１５５，５５６ △２．８ p３１，５７７ ０．１
１９年 ３月 ８３，４５１ △１．８ １７，３９６ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，５６９ △０．６ １０，０５０ △０．８

４月 ７８，３５８ △３．２ １６，９１５ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，７６３ △１．７ １０，３１７ △２．０
５月 ７７，４２８ △１．９ １７，０４１ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，２９５ △１．６ １０，４６８ △０．９
６月 ７８，０５３ ０．７ １７，３６７ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，６９１ ０．２ １０，４０６ △１．９
７月 ７９，６２７ △５．２ １８，６１３ △３．８ ２７，０４４ △６．９ ７，９０６ △４．４ ５２，５８３ △４．３ １０，７０７ △３．４
８月 ７６，４５５ △０．９ １６，６９３ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５３，９１７ △０．６ １０，９４９ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 r６７，８９０ △２．８ r１５，５３９ １．２ r２０，９１４ △３．６ r５，８３３ １．０ r４６，９７６ △２．５ r９，７０６ １．４
３月 p８２，２３８ △１．３ p１７，７０１ ０．２ p２７，５７１ △２．６ p７，２３１ △１．２ p５４，６６７ △０．６ p１０，４７０ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４３／本文／０３８～０４０　主要経済指標  2008.05.21 19.05.09  Page 38



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
１９年 ３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８

４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度および四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
１９年 ３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１

４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３９ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
１９年 ３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８

４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原計数

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５４ １．０８ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
１９年 ３月 １，０１９ １．２ ０．５４ １．０６ ５．５ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６

４月 ８２０ △０．３ ０．４７ ０．９５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．４８ ０．９２ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．４９ ０．９２ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５０ ０．９５ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ４０ ―
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